
  地方交付税 

 

 県及び市町村は、住民生活に直結する広範な分野にわたる行政サービスを提供していますが、

これに要する税等の収入は各地方団体によって格差が生じております。このような不均衡を是

正し、いかなる地方団体においても一定の行政水準が確保できるよう、その必要とする財源を

全国的に調整し、保障しようとする制度が地方交付税制度です。すなわち、本来地方団体に振

り向けられるべき税収の一部を国に留保し、各地方団体の財政需要と収入の状況に応じて配

分・交付されるものが地方交付税です。なお、その総額は所得税及び酒税の32％、法人税の34％、

消費税の22.3％、たばこ税の25％と地方法人税の収入額を加えたものと定められています。 

▲普通交付税 各地方団体が標準的な行政を行うのに必要な財源を保障するため、合理的なル

ールによって算定した一般財源所要額（基準財政需要額）から同じく合理的なルールによっ

て捕捉した税収額（基準財政収入額）を差し引いた財源不足額に対し交付されるものが普通

交付税で、交付税額の94％にあたります。 

▲特別交付税 残余の６％に相当するものが特別交付税で、一定のルールに基づいて算定され

る普通交付税では十分捕捉できない各地方団体の特殊事情から生じた財政需要に応じて配分

されます。 

本県の地方交付税額の推移
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※26 年度は当初予算 

 



 

 

 
  地方財政を支える地方交付税！ 

 

   長引く景気低迷の中、地方自治体は財源不足の状態が続いており、この不足額を補てん 

するため、平成12年度までは国（交付税及び譲与税配付金特別会計）が借入れを行い 

地方交付税を増額して地方に配分してきました。 

ところが、国の借入残高が大きくなり過ぎたことな 

どから、平成13年度に、これまでの国が借入れを行 

う方式から、地方自治体が自ら借金をして財源を調 

達する方式に切り替えられました。この借金の名称 

を臨時財政対策債と呼びます。（臨時財政対策債は 

後年度に地方交付税で100％措置） 

  また、三位一体改革（H16～18）により地方交付 

税が全国で5.1兆円（本県分306億円）削減され、厳 

しい財政運営が続いています。  

本県は、県税などの自主財源に乏しく、歳入の多く 

を地方交付税や国庫支出金に依存しています。なか 

でも、一般会計歳入に占める割合が31.2％となって 

いる地方交付税（臨時財政対策債も含めると37.7％）は大変貴重な財源です。 

 今後、社会保障費や公債費の増嵩が見込まれ、地方交付税の更なる充実強化が求められま

す。また、将来の地方財政の健全性を確保するためにも、臨時財政対策債の発行によらず、

地方交付税の法定率の引上げ等により、必要な一般財源の総額を確保する必要があります。 

 

 

地方交付税額及び臨時財政対策債発行額の推移 
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臨時財政対策債 207 187 228 461 581 467 453 488 450

地方交付税 2,339 2,305 2,268 2,123 2,197 2,252 2,247 2,184 2,163

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

億円

合計    2,546    2,492   2,496    2,584   2,778    2,719   2,700    2,672   2,613 

 

※26 年度は、当初予算額。 
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